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研 究
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口腔ケア外来の役割と課題

赤松 順子１），岸 光男２），阿部 晶子２），熊谷 佑子１）

高橋 直子１），青木 玲子１），千葉 舞美１），杉山 芳樹１）

岩手医科大学附属病院歯科医療センター歯科衛生部

（センター長：杉山 芳樹 教授）

岩手医科大学歯学部口腔医学講座予防歯科学分野

（主任：三浦 廣行 教授，歯学部長）

（受付：2015年 3 月31日）

（受理：2015年 7 月 6 日）

近年，周術期の口腔衛生および口腔機能の維持・向上が，合併症抑制など周術期患者に対してよい影

響を与えることが認められてきた．そのため平成 24 年の歯科診療報酬改定で，急性期病院における医

療提供を効率的に行うため，周術期における口腔機能の管理等，チーム医療の推進が重点課題とされ，

がん患者などの周術期における口腔機能管理計画策定料および管理料が新設された．これに対応し，岩

手医科大学附属病院歯科医療センターでは同年に新設された口腔ケア外来へ同病院医科診療各科からの

依頼を一元化するなど医科歯科連携体制の強化を図り，さらに平成 24 年 9 月には歯科医療センター関

係者が医科診療各科に周術期口腔機能管理の重要性や連携方法などについての説明会を行った．平成

24 年 9 月から平成 25 年 8 月までの医科からの口腔ケア外来への依頼を分析した結果，平成 24 年 9 月に

比べて，その後の依頼数は増加していた．また，依頼元診療科には偏りがあり循環器内科など本調査以

前から，ある程度の依頼実績のある診療科からの依頼数が多かった．歯科医療センターにおける周術期

口腔機能管理関連の診療報酬算定状況では，術後の口腔機能管理件数が術前の半数以下であった．さら

に周術期口腔機能管理計画を策定した患者のうち，歯科医療センターから他の歯科医療機関に情報提供

していたのは 13.7％であった．これらのことから，周術期の口腔機能管理を充実させるためには，岩手

医科大学附属病院内の連携と当歯科医療センターと地域歯科診療所間の連携をさらに強化する必要があ

ることが示された．
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緒 言

我が国の人口の高齢化とそれに伴う介護・医

療費の増大への対応などにより，近年の医療制

度は大きく変化している．疾病構造の変化によ

り日本人の多くが罹患するようになったがんや

脳卒中は，病院での急性期医療だけでなく自宅

復帰後も長期の療養が必要となる．平成 18 年

の医療法第 5次改正に基づき厚生労働省は，こ

れら疾病について広範かつ継続的な医療の提供

が必要と認められるとし，都道府県医療計画の

中で医療連携体制を構築することとした１, ２）．

医療連携のためには，かかりつけ医，かかりつ

け歯科医，急性期病院，回復期病院など医療機

関の機能を明確にすることが重要である．厚生

労働省は，同年の医科診療報酬改定で病院にお

ける総在院日数の短縮や療養病床の削減を目標

とし，長期療養については在宅重視の方向性を

示すことで急性期病院の機能を明確化した３）．

医療連携体制の構築のために医療施設の役割の

明確化が重要なように，チーム医療における職

種間の連携体制の構築には各職種の役割の明確

化が重要である４, ５）．

従来の岩手医科大学附属病院歯科医療セン

ターにおける歯科衛生士業務は，歯科衛生士の

3 大業務６, ７）である歯科保健指導，歯・口腔疾

患の予防処置（予防処置），歯科診療の補助（診

療補助）のうち，外来の環境整備を含めた診療

補助業務の占める比重がきわめて大きく，チー

ム医療で歯科衛生士が担うべき歯科保健指導，

予防処置業務が効果的に行われていなかった．

このような反省のもと，歯科衛生士を有効に活

用することを目的として平成 24 年 1 月に口腔

ケア外来が新設された．同外来には 1名の専従

歯科衛生士を配置し，他の歯科衛生士は外来各

科に配置されている者が出向して口腔ケアを行

う歯科衛生士主体のセンター方式で運営し，さ

らに便宜的に外来部門と病棟部門に分けること

にした．すなわち，外来部門は歯科医療セン

ターのルーティンである保存・補綴などの主病

に対する治療が終了した後の口腔保健管理を主

な業務とし，病棟部門は医科病棟入院患者の周

術期口腔保健管理を主な業務とした．病棟部門

の診療は，歯科医療センター外来受診が可能な

患者については外来の歯科ユニットで，受診不

可能な患者については病棟のベッドサイドで行

うこととした．また，処置などに先立つ口腔の

検査・診断および診療録記載については口腔医

学講座予防歯科学分野の歯科医師がこれらを担

当した（図 1）．

一方，平成 24 年の歯科診療報酬改定で急性

期病院における医療提供を効率的に行うため周

術期における口腔機能の管理等チーム医療の推

進が重点課題とされ，がん患者などの周術期に
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表 1 歯科保険診療報酬における周術期口腔機能管理関連の新設項目（平成 24 年，文献 8 から引用）

190 点放射線治療や化学療法を実施する患者の口腔機能の管理を評価．
放射線治療等を開始した月から月１回に限り算定できる．

４．周術期口腔機能
管理料（Ⅲ）

300 点入院中の口腔機能の管理を評価．手術前１回，手術後は３月以内
に月２回まで算定できる．

３．周術期口腔機能
管理料（Ⅱ）

190 点主に入院前後の口腔管理を評価．手術前１回，手術後は３月以内
に月２回まで算定できる．

２．周術期口腔機能
管理料（Ⅰ）

300 点周術期における一連の口腔機能の管理計画を評価．一連の治療を
通じて１回に限り算定できる．

１．周術期口腔機能
管理計画策定料

点 数評価対象・算定要件項 目

80 点周術期における入院中の患者の歯科衛生士による専門的口腔衛生
処置を評価．周術期口腔機能管理料(Ⅰ)または(Ⅱ)を算定した月
において，術前１回，術後１回に限り算定する．

５．周術期専門的口
腔衛生処置
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おける口腔機能管理計画策定料および管理料が

新設された（表 1）８）．岩手医科大学附属病院で

は周術期口腔機能管理関連の診療報酬が設定さ

れる以前から，歯科診療各科と医科診療各科に

おける造血幹細胞移植時の粘膜障害へのケア９）

や栄養サポートチームにおける摂食嚥下障害へ

の対応10）などの連携が存在していたが，それら

は医科歯科それぞれの診療科単位での連携であ

り，病院全体としての連携方法は統一されてい

なかった．周術期関連の診療報酬算定は手術等

を実施する医師が歯科医師に文書による依頼を

行うことが要件となっており，平成 24 年 4 月

以降岩手医科大学附属病院の医師らにその旨を

周知した結果，医科からの文書による依頼数は

増加することが予測された．医科各科から歯科

医療センターへの周術期口腔管理の依頼は，平

成 23 年 5 月から導入された電子カルテシステ

ム上のコンサルテーションオーダーを用いて行

うこととし，1）主病名，2）手術・治療実施時

期，3）歯科治療に際しての注意事項等，4）直

接問合せ可能な連絡先の 4項目を必須の記載事

項として統一した．これらにより，当歯科医療

センターでは口腔ケア外来を医科からの依頼の

受け入れ窓口として一元化した．本論文では，

連携システムにより平成 24 年 9 月から 1 年間

の医科からの周術期口腔機能管理依頼について

検討することにより，当歯科医療センターにお

ける医科歯科連携の課題を考察した．

方 法

岩手医科大学附属病院電子カルテシステム管

理規程に則り，電子カルテ診療情報抽出申請を

行って得た患者カルテ情報を分析対象とした．

分析対象として抽出したカルテ情報は，1）依頼

元医科診療科名，2）周術期口腔機能管理関連の

診療報酬算定状況，3）他の歯科医療機関に対す

る診療情報提供料の算定状況，である．これら

について平成 24 年 9 月から平成 25 年 8 月まで

の 1年間に医科から口腔ケア外来へ依頼された

391 件の内容を検討した．

結 果

医科からの月別の依頼数は，平成 24 年 9 月

には 13 件だったのが翌 10 月には 37 件と増加

した．それ以後の依頼総数は 12 月と 2 月にや

や少なかったものの，大きな変動なく推移した
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図 1 岩手医科大学附属病院歯科医療センター口腔ケア外来の体制
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（図 2）．月平均依頼数は 32.6 件で，9 月を除い

た場合の平均は 34.4 件であった．依頼元医科

診療科別の依頼数の集計結果を図 3に示す．最

も多い依頼元は循環器内科で，全依頼数の 24％

（92 件）を占めた．次いで血液内科 21％（83

件），耳鼻咽喉科・頭頚部外科 20％（77 件）の順

で，産婦人科と泌尿器科はそれぞれ 4％（15 件），

3％（13 件）と少なかった．周術期口腔機能管

理関連診療報酬の歯科医療センターにおける年

間算定数は，総依頼数 391 件に対し，周術期口

腔機能管理計画書策定料 350 件，管理料Ⅰ 40

件，管理料Ⅱ 264 件，管理料Ⅲ 308 件，専門的

口腔衛生処置 129 件であった．管理料Ⅱと専門

的口腔衛生処置については，さらに手術前後に
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図 3 口腔ケア外来への依頼元医科診療科の内訳

図 2 口腔ケア外来病棟部門への医科からの総依頼件数の推移
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分類して集計したところ，管理料Ⅱの手術前が

182 件，手術後が 82 件，専門的口腔衛生処置の

手術前が 95 件，手術後が 34 件であった（図 4）．

次に，周術期口腔機能管理計画を策定した患者

のうち，診療情報提供料Ⅰを算定している患者

数を検索した．これは，退院後にかかりつけ歯

科医などで継続的に口腔機能管理を行うことを

目的とした紹介と考えられ，その数は 48 件で

周術期口腔機能管理計画策定件数に対する割合

は 13.7％であった．

考 察

歯科医療センターは平成 24 年 9 月に医科に

おいて，口腔機能の維持・向上が術後患者の回

復に寄与すること，周術期口腔機能管理関連の

歯科保険診療報酬新設や口腔ケア外来への依頼

一元化による医科側の依頼時の負担減などにつ

いて機会ある毎に説明し，医科側への周知に努

めた．医科からの依頼数が平成 24 年 9 月に比

べ 10 月に大きく増加したのはそのような活動

の効果が反映したものと考えられた．また，そ

の後 1 年間を通して依頼数に大きな変動がな

かったことから，岩手医科大学附属病院におけ

る医科歯科連携がある程度定着したものと考え

られた．一方，岩手医科大学附属病院の年間診

療実績は悪性腫瘍手術 1,585 件，放射線治療

596 件，化学療法 704 件（2005 年）11）を数えてい

る．本調査期間の年間診療実績は明らかではな

いが，この実績に照らし合わせた場合，口腔ケ

ア外来への依頼数の割合は 13.6％程度に留まっ

ていた．医科診療科別で依頼数が多かった循環

器内科，血液内科，耳鼻咽喉科・頭頸部外科は，

本連携システム開始以前から歯科と診療科単位

での連携がなされており，ある程度の依頼実績

のある診療科であった．これら診療科における

本システム開始以前の具体的な依頼数は不明だ

が，本連携システムによりさらに依頼数が増し

たものと考えられた．

歯周炎は細菌性心内膜炎のリスク因子であ

り，歯周組織の炎症を減じることは細菌性心内

岩手医科大学附属病院における口腔ケア外来の役割と課題 89

図 4 周術期口腔機能管理関連診療報酬の算定数
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膜炎の予防に有効であることは広く知られてお

り，「感染性心内膜炎の予防と治療に関するガ

イドライン」にも明記されている12, 13）．造血幹

細胞移植で用いられる大量化学療法や全身放射

線照射が口腔乾燥を惹起し，口腔粘膜障害を誘

引することも一般に知られている14, 15）．した

がって患部が口腔と隣接している場合，化学療

法や放射線療法等による副作用が口腔に現れや

すいことが考えられる．依頼数の多い医科診療

科では，そのような口腔管理の重要性が認識さ

れている原疾患を扱う診療科であり，そのため

依頼数が多かったものと考えられる．

Yoneyama16, 17）らが口腔を清潔に保つことが

施設入所高齢者の熱性疾患を予防することを報

告して以来，要介護者や高齢者など全身の免疫

力が低下している者の口腔ケアの重要性が認識

されてきた．最近では前述のような効果に加

え，術後の早期経口栄養摂取が早期離床や在院

日数の短縮などの術後の回復に大きな役割を果

たしていることも示されている18, 19）．周術期の

口腔機能管理のそのような効果をより多くの入

院患者にもたらすために，岩手医科大学附属病

院における医科歯科連携をさらに強化する必要

があると考えられた．

周術期口腔機能管理料Ⅱおよび専門的口腔衛

生処置の算定数を術前と術後に分けて集計した

ところ，周術期口腔機能管理料Ⅱは，術前の

182 件に対し，術後に算定されていたのは 82 件

だけであった．術前 1回に対し術後は 2回の算

定が可能であるにもかかわらず，術後が術前の

半数以下だった．加えて，歯科衛生士が入院患

者に対して行う専門的口腔衛生処置（術前，術

後それぞれ 1回ずつ算定可能）についても術後

の算定数は著しく少なかった．さらに，周術期

口腔機能管理計画策定料算定数 350 件に対し，

他の歯科医療機関に対しての診療情報提供料を

算定したのは 48 件のみであった．これらは，

岩手医科大学附属病院において術後には術前に

比べて歯科医療センターが介入する機会が乏し

く，それによって退院後の口腔管理への継続性

も損なわれていることを示唆している．その理

由として，急性期病院であるために在院日数が

少ないことや術前と比較して術後の口腔管理の

重要性が認識されていないことなどが考えられ

た．一般に在宅で療養しているがん患者には病

状の変化に伴ってさまざまな口腔の問題が現

れ，その頻度も高いといわれている20）．術前だ

けでなく，術後，退院後と継続した口腔機能管

理を行ってはじめて真の医科歯科地域連携が確

立される．今後は院内のみならず，地域歯科診

療所との連携も強化する必要性があると考え

る．

結 論

平成 24 年 9 月から平成 25 年 8 月に岩手医科

大学附属病院歯科医療センター口腔ケア外来へ

同医科診療各科から口腔機能管理の依頼があっ

た 391 件の電子カルテ情報を分析した．その結

果，口腔ケア外来設置に伴う新たな連携システ

ムの開始後に医科診療科からの依頼数の増加が

みられた．また，診療科による依頼数の偏りが

観察された．歯科医療センターにおける周術期

口腔機能管理料の算定数は術後に少なく，さら

に他の歯科医療機関に継続管理を依頼している

例も稀であった．これらより，岩手医科大学附

属病院内での連携に加えて地域歯科医療機関と

の連携も強化する必要性が認められた．
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Abstract : It becomes widely accepted that improvement of oral hygiene and functions gives a positive

effect on perioperative complications. In 2012, perioperative oral management fee was set in a public

medical service fee to strengthen cooperation between medical and dental services in Japan. At the

same time, Oral Health Care Clinic (OHCC)was established in Dental Center of Iwate Medical University

Hospital. The sectionʼs role was management of consultations from medical department to improve oral

conditions of perioperative patient, in addition to follow-up care after the ordinary dental treatments in

the Dental Center. We analyzed data on the electric medical records concerning 391 patients of OHCC

from September 2012 to August 2013.

After appealing an establishment of OHCC and an importance of perioperative oral management to

our medical department in September 2012, the total number of the patients increased though, there is

difference in the consultation number of the patients by clinical division of medical department.

Furthermore, this clinical survey suggested that dentistry intervention for oral care was insufficient in

the postoperative period as well as care after the discharge from our hospital. These results proposed

that there is a need to further strengthen the cooperation between medical department and Dental

Center of Iwate Medical University Hospital as well as the collaboration between our Dental Center and

regional dental clinics.

Key Words : Perioperative oral management, Oral care, Collaboration between medical and dental

sections
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